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国会での議論のポイント 

 

 

（指定基準について） 

平成３０年５月２４日（衆）災害対策特別委員会 

○小宮山泰子委員 （中略） 救助実施市は、防災体制、財政状況そのほかの

事情を勘案し、災害に関し円滑かつ迅速に救助を行うことができるものとして内

閣総理大臣が指定する市である旨、法の第二条の二にございます。 

   そこで、救助実施市の指定の際、防災体制、財政状況そのほかの事情として、

どのような指標などをもって指定の可否を判断するか否か、まず伺わせていただき

ます。また、包括道府県と連携体制のとれる指定都市を新たな救助の実施主

体としていることが、この包括道府県と連携体制のとれるという意味についても、あ

わせて御説明をお願いいたします。 

 

○海堀政府参考人 お答えいたします。 

   今回、指定の基準として考えているものは、体制、財政状況という例示に掲げ

させていただいているもののほか、救助実施市となる指定市と都道府県の連携体

制という点、あるいは、その指定都市でしっかりとした組織体制があるか、あるいは

財政基盤があるか、あるいは、今回、仮設住宅や借り上げ仮設など、そういったさ

まざまな災害救助を民間の方で実施していただくための、そういう関係機関との調

整が整っているかどうかということを、現在、項目として考えておりまして、これにつき

ましては、先ほども申しましたが、法改正後に、指定都市あるいは都道府県の関

係者から成る会議で検討を深めてまいりたいというふうに思っております。 

   また、連携体制とはどういうものかということでございますが、いわゆる都道府県と

指定都市の間で協議、連携の窓口がしっかり定まっている、それのみならず、実

際にそういった災害が起こったときにどのような計画のもとに救助を実施するかとい

（資料２） 
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うことを事前に定めておく、あるいは、発災後にこういった計画をどのように修正する

かということを決めておく、こういったことを考えているところでございます。 

 

（指定基準について） 

平成３０年６月６日（参）災害対策特別委員会 

○渡辺美知太郎委員 私の祖父の話まで、恐縮しております。 

   都道府県側の反対理由も分かるのですが、災害対応をより現場に沿ったもの

にしていくことが重要だと思っております。 

   本法案では、救助実施市の指定基準は内閣府令で定めることとしております

が、現時点でどのような事項を念頭にしているのでしょうか。また、都道府県に限

らず、指定都市や仮設住宅などの業界関係者も交えた検討が必要ではないの

か、伺いたいと思います。 

 

○海堀政府参考人 先ほど御質疑いただきました指定基準についてでございます。 

   実施市の指定基準といたしましては、救助実施市となる指定都市と都道府県

との間での調整、連携体制、あるいは一定の組織体制、財政基盤、あるいは関

係機関、これはいわゆる住宅などの提供をされる業界団体との調整体制などの

項目がしっかりと満たされているのかということを考えているところでございます。 

   その詳細につきましては、法改正、法律成立後に都道府県、指定都市などか

ら成ります会議でその詳細を検討させていただこうというふうに考えております。 

 

（指定基準について） 

平成３０年６月６日（参）災害対策特別委員会 

○吉川沙織委員 （中略） 本改正案においては、内閣総理大臣は申請に基づき、

自らの事務として被災者救助を行うことができる救助実施市を指定する、指定に

際して、内閣総理大臣はあらかじめ都道府県知事の意見を聴く、救助実施市
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の指定基準の具体的内容は内閣府令で定めるとされています。 

   衆議院での審議の答弁を整理しますと、客観的な指定基準に該当するものを

救助実施市として指定する、指定基準として想定しているのは、体制、財政状

況、都道府県と救助実施市となる指定都市の連携体制、指定都市における組

織体制、財政基盤、関係機関、例えば仮設住宅を建設する事業者、借り上げ

仮設を仲介する事業者等の団体との調整、都道府県知事の意見聴取は都道

府県と指定都市との連携体制を確認するためのものとのことに大体収れんされる

と思います。 

   （中略） 都道府県と指定都市の連携体制については、通常の連絡体制に加

え、災害時の調整に関してマニュアル化する、事前に一定の災害を前提に地域

防災計画等による物資の配分計画などを策定しておく、発災後においては、状

況に応じて計画内容等の調整をする旨について事前に定める等の答弁までは五

月二十四日の衆議院の災対特であったんですが、その他の項目で具体的に明ら

かにできるもの、これ以外にない、まだ検討していない、何も考えていないだったら、

それはそれで、そういう答弁をしてください。 

 

○海堀政府参考人 今先生から御指摘ありました項目、これ、指定都市と都道

府県の調整、連携体制の項目だと思います。それ以外の項目について御答弁を

させていただきます。 

   一定の組織体制、これについては、救助実施市となる指定都市の職員、組織

などの体制を一定規模を有しているかどうかということを念頭に置いております。 

   また、財政基盤、これ、先ほども基金の話などを御説明させていただきましたが、

都道府県が負担すべきとされている経費をそういった形で負担できる財政力があ

るかどうかということ……（発言する者あり）はい。 

   あと、関係機関との調整は、例えば国の機関、地方整備局あるいは地方運輸

局、あるいは、具体的に仮設住宅などの提供を行う場合には当該住宅などの業
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界団体との協定や、そういった事前の準備がされているかどうか、そういったことを

念頭に置いて、今後、都道府県、政令指定都市、関係業界団体の方との会議

の場を通じて具体的な内容について定めてまいりたいというふうに考えております。 

 

（都道府県知事の意見聴取について） 

平成３０年５月２４日（衆）災害対策特別委員会 

○もとむら賢太郎委員 次に、資料の二をごらんいただいて、本改正案第二条の二

の三項において、「内閣総理大臣は、指定をしようとするときは、あらかじめ、当該

指定をしようとする市を包括する都道府県の知事の意見を聴かなければならな

い。」としているが、「知事の意見を聴かなければならない。」とはどう解釈するのか。

先ほど早稲田委員も御質問されたと思うんですが、あったと思うんですが、知事が

反対した場合は当該市が指定されないということなのかどうか、お伺いしたいと思

います。 

 

○小此木国務大臣 救助実施市の指定に当たってですが、指定都市の申請に基

づき、客観的な指定基準に該当するものを指定することとしています。 

   指定基準には、都道府県と救助実施市において調整、連携の体制がとれて

いることなどを定めることを念頭に置いており、都道府県知事の意見聴取はこれら

を確認するためのものです。 

   なお、救助実施市の指定に当たり、都道府県知事に意見聴取を行った結果、

否定的な意見が出された場合には、その趣旨などについて詳細を確認することと

しており、両当事者から状況を伺った上で、指定都市側に調整不足がある場合

は丁寧な対応をしてまいりたいと思います。 
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（都道府県知事の連絡調整について） 

平成３０年５月２４日（衆）災害対策特別委員会 

○小宮山泰子委員 この災害救助法では、救助に必要な物資の生産等を業とす

る者に対して、その取り扱う物資の収用ができることを定めた第五条、これは指定

行政機関の長等の収用等のことですが、また、第七条、従事命令など、実のとこ

ろ、かなり強力な内容がさらっと実は規定されている法律でもあります。 

   そこでお伺いいたしますけれども、都道府県知事による連絡調整について、対

象となる救助に必要な物資の生産等を業とする者そのほかの関係者とはどのよう

な範囲の者を示すのか、改めて確認をさせていただきます。 

   都道府県内に主たる事業所があるものとか、支店や出張所のような出先の事

業所を置いているものとか、あるいは当該都道府県外の事業者も含めて考える

のか、また、個別の事業者ではなく、関係業界団体との調整が主たる内容となる

のかなど、いろいろなことが考えられるかと思います。都道府県知事による事業者

や業界団体などの連絡調整として、実際にはどのようなやりとりを想定しているの

かも御説明ください。 

 

○海堀政府参考人 お答え申し上げます。 

   都道府県知事などが今回実施する連絡調整でございますが、これは、実際の

救助を被災者の方に提供するときに、その内容に応じて定まるということになって

おります。 

   ですから、例えば、プレハブ住宅など、全国単位で資材を調達するものであれ

ば、これは全国単位の県外企業も含めたことになりましょうし、借り上げ仮設など

は、県ごとに宅建協会あるいはちんたい協会などが設けられておりますので、そうい

った方々との調整ということになろうかと思います。 

   このような団体あるいは協議会、そういったものとの連携を行うということを我々と

しては念頭に置いて書かせていただいたところです。 
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（都道府県知事の連絡調整について） 

平成３０年５月２４日（衆）災害対策特別委員会 

○もとむら賢太郎委員 次の質問に入ります。 

   本改正案第二条の三に、「都道府県知事は、」「当該救助実施市の長及び

物資の生産等を業とする者その他の関係者との連絡調整を行う」とあります。この

広域調整が複雑となり、資源の先取りや救助内容の公平性が損なわれることに

対する懸念が知事会からも示されているわけでありますが、広域調整機能に強

制力はあるのかどうか、お伺いいたします。 

 

○小此木国務大臣 指定基準についてですが、都道府県と調整、連携体制がと

れていることなどを定めることを念頭に置いております。都道府県の調整のもとで

救助体制をとることができる指定都市が救助実施市となることができるものであり

ます。 

   その上で、資源の先取りや救助内容の公平性が損なわれることがないように、

都道府県による災害対策基本法における総合調整や本法案における連絡調

整について、救助実施市においても従うべきものであると考えております。 

 

（都道府県と救助実施市の特別基準の水準について） 

平成３０年５月２４日（衆）災害対策特別委員会 

○小宮山泰子委員 （中略） それでは、救助の程度、方法及び期間のばらつきの

可能性につきまして、次に聞かせていただきたいと思います。 

   救助の程度などは、一般基準では救助の適切な実施が困難であると考えられ

るとき、現行の、都道府県知事は、内閣総理大臣と協議し、同意を得た上で、

特別基準を定めることができるとされております。 

   救助の実施主体が道府県と救助実施市となった政令市の双方となった場合、

一般基準では救助の適切な実施が困難であると考えて特別基準を定めたい場
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合、どのように行われることとなるのか。仮に別々に特別基準の協議を行う場合、

道府県と救助実施市で基準が異なり、同一の道府県内での救助の水準にばら

つきや格差が生じる可能性というのもあり得るのではないでしょうか。この点に関し

まして、大臣の所信をお聞かせください。 

 

○小此木国務大臣 委員御指摘のとおり、災害救助法における救助の程度、方

法、期間についての一般基準を超えて基準を定める特別基準の協議は、都道

府県と救助実施市それぞれと国の間で実施することになります。 

   その際、当該実施状況を国と都道府県、救助実施市との間で共有し、協議

を受ける内閣府においても、都道府県と救助実施市との間の救助内容に不当

な格差が生じないように確認することとしており、委員御指摘の状況が生じないよ

う努めてまいります。 

 

（指定の取消しについて） 

平成３０年６月６日（参）災害対策特別委員会 

○浜口誠委員 （中略） 続きまして、これ救助実施市に指定をした後、取消しも

可能だというふうになっていると思いますけれども、その指定都市が救助実施市に

なった後、取消しがされる状況というのはどのような状況を想定されているのか、確

認したいと思います。 

 

○海堀政府参考人 お答え申し上げます。 

   こういった制度をつくるときには、やっぱり取消しの制度をどういう形でつくるかとい

うことが大きな課題であります。 

   今回、我々想定しておりますのは、被災によりまして、指定都市の市役所機能

全体が長期にわたって完全に麻痺する、あるいは業務機能も業務指揮もできな

いというような場合、この指定都市の指定を取り消さなきゃいけない、そういう検討
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を開始しなければならないというふうに考えておりますが、通常の場合にはほとんど

ないのではないかというふうに考えているところでございます。 

 

 


